
平成 22年 8月 19日  

総務省郵政行政部郵便課 

ゆうパック遅配に伴う郵便事業株式会社法第 12条第 2項に基づく 
監督上の命令の発出について 

経 緯 

  郵便事業㈱は、平成 22 事業年度事業計画（平成 22 年 3 月 31 日認可）に基づき、本年 7 月 1 日に、ＪＰエクスプレス

社の宅配便事業を承継した。 

  郵便事業㈱は、7 月 1 日から、ＪＰエクスプレス社が行ってきた荷物業務（旧ペリカン便）も含めて、ゆうパックとし

てサービスを提供することとなったが、1日夜から、全国 10の統括支店・ターミナル支店において、区分機の処理能率の

低下等により、ゆうパックの滞留が発生し、これが、運送便の乱れ等を引き起こし、影響が全国に拡大したもの（最終的

には 34.4万個のゆうパックが半日から２日程度遅延。）。本社・支社からの応援要員の投入等により、7日からは業務運行

はほぼ正常化。 

当省の対応等 

 7月 4日  送達遅延に関わる郵便事業㈱社長会見 

7月 6日 郵便事業株式会社法第 13条第 1項に基づく報告徴求(7月末までに原因等の報告を求める) 

 7月 30日 郵便事業㈱から報告徴求に基づく報告（再発防止策について自主的に報告） 

（業務運行管理体制につき、再調査を依頼） 

 8月 9日 再調査依頼に基づく調査結果の報告 

 8月 10日 郵便事業株式会社法第 12条第 2項に基づく監督上の命令発出 

今回の事故の原因及び命令の内容 

 ○ 本社における準備不足（認識不足） 

    形式的な準備状況の確認のみであり、業務運行上必要な面からの確認をしなかった 

    緊急事態が発生した場合の計画を十分な用意していなかった 

○ 業務運行管理体制の不充分さ 

 現場から上がってきた要望や報告の一部が上層部に伝わらなかった 

 遅延発生後の報告が形式的な指標のみであり、現場の実態を把握できる体制となっていなかったため、実態の把握が遅れた 

 

以上から、監督上の命令として、7月 30日に報告があった年末繁忙期に向けての再発防止策の着実な実施及び業務運行管理

体制の見直しを命じた。 
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